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科学的基礎研究の経済成長への効果

山 下 裕 歩

1は じ め に

1概 略

研究開発を経済成長の基礎に置くモデルでは,独 占利潤により意図的な研究

開発が動機付けられ現実の研究開発が説明される。しか し,現 実の研究開発の

全てが独占利潤を目的にしているとは考えがたい。たとえば,私 立,国 公立を問

わず大学や大学院は研究機関と規定して差 し支えないだろう。その他 にも公的

な研究機関は存在 している。そして,こ ういった研究機関はその研究を独占利

潤を得るために行っているのではない場合が多い。そもそも,こ のような研究

機関の研究は科学的基礎研究が主であ り財 ・サーピスの生産には直結していな

いため,独 占利潤を得 られる可能性は低いであろう。確かに最近では産学連携

が盛んにな り大学などの研究機関と営利企業が協力 して研究開発を行っている

場合もある、,この意味で,こ ういった学術的研究機関もまた間接的に独占利潤を

動機としていると考えることもできるかもしれない。とはいえ,こ のような産学

連携は工学酌な分野が主流であ り,そ こでの研究は応用的な研究である。従って,

科学的基礎研究に関しては別の動機付けを行うのが妥当ではないかと思われる。

さて,で はこのような基礎研究は経済成長とどのような関係にあるのであろ

うか。上にも述べたようにこのような基礎研究は財 ・サービスの生産 と直結 し

ていない場合がほとんどであるとしても,や はりこのような基礎研究が経済成

長に関連 していると考えるべきであろう。基礎的研究の成果が経済的に意味を
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持つ技術革新 に大 きな影響を与えているということは,否 定 され得ない。

Schmookler[1966],Dos1[1988]は,技 術革新には,基 礎的知識 とそれを前

提に行われる応用的研究が関連 しており.そ して,応 用的研究が実行されるた

めには,そ の成果が利潤を生み得ると認識されることが重要であると述べてい

る。科学的基礎知識から必然的に技術革新が発生するのではなく,ま た,応 用

的研究のみが技術革新をもたらすわけで もない。技術革新には両者が密接に関

連 しているのだと考えられる。

本稿の目的は,Segerstrom[1998a]を もとにして,基 礎的な科学研究の果

たす役割について考察することである。そこでは,科 学的基礎研究の成果が,

応用的研究を行い易 くするという考えが組込まれる。モデルカ)ら以 ドのことが

示される、,第1に,規 模の効果が無 くても,政 府による基礎的研究への資源再

配分政策が.長 期経済成長率を上昇させ得るとい うことである。第2に,第1

の結果を得るために必ず しもバラエテ ィーの拡大をモデルに導入する必要が無

いということである。

2規 模の効果 に関 する先行研究 と本稿の関係

Romer[1986],AghionandHowitt[1992]に は,人 口 の 規 模 が 大 きい ほ ど,

経 済 成 長 率 が 高 く な る とい う規 模 の 効 果 が 存 在 す る。 これ に対 し,Segeト

strom口998a]は 規 模 の効 果 が 現 実 的 で な い と し,そ れ を 消 し去 った モ デ ル を

提 示 した㌔ これ は研 究 開発 は 簡 単 な ア イデ アか ら順 番 に発 見 さ れ て 行 き,そ

れ に よ って研 究 開発 は次 第 に 困難 に な って い くとい う メ カニ ズ ム を モ デ ル化 す

る こ とに よ って 行 わ れ て い る。 しか し今 度 は,一 般 的 に研 究 開 発が 持 つ で あ ろ

う,知 識 ス トック を上 昇 さ せ,そ れ ゆ え研 究 開発 の 生 産 性 が 上 昇 す る とい う正

の外 部 性 は無 視 され た か た ち に な っ て い る。JOIlesl1995]が 述 べ て い る よ う

1)た だ し,Segerstr(》ml1998a]の 最大 のオ リジナ リテ ィーは規模 の効果 を消 し去 った ことで は

なく,研 究開発雇用が増加 して きた一方で,特 訂件数 はほぼ一定であ った とい う事実 を整合 的に

説明 してい ることである。
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に,規 模 の 効 果 につ い て重 要 な の は正 の 外 部性 が 存在 す るか ど うか で は な くて,

そ の外 部 性 の大 きさ で あ る。つ ま り,よ り一 般 性 を持 たせ るた め必 要 な こ とは,

両 方 の効 果 を共 に組 込 ん だ 上 で,そ の効 果 の程 度 を 決 定 す る こ とで あ る と言 え

るだ ろ う。本 稿 のモ デ ルは,研 究 開発 に は基 礎 的 研 究 と応 用 的研 究 の二 種 類 が

あ り,基 礎 的 研 究 に は正 の外 部性 が,応 用 的研 究 には負 の外 部性 が 存 在 す る と

い う構 造 に な っ てい る。 この 点 がSegerstrom[1998a]と 異 な ってい る。

'また
,Jones[1995LSegelstrom[1998a]で は,規 模 の 効 果 を 除 去 した 結

果,政 策 的 イ ンプ リケ ー シ ョン も大 き く変 化 す る こ とが 強 調 され て い る、 す な

わ ち,R&Dに 対 す る補 助 金 は,長 期 の経 済 成 長 率 に何 ら影 響 を与 え な い こ

とで あ る。 別 の言 葉 で 言 えば,長 期 の経 済成 長 率 は外 生 的 パ ラ メー タの み で表

され る の で あ り.Jones[1995]は この よ うな モ デ ル をsemi-endogenousと い

う言 葉 で 表 現 し て い る。 こ の よ う な 特 徴 は,Jones[1995LSegerstro111

[1998a],Young[1998]に 共 通 す る も ので あ る,,本 稿 の モ デ ル は,規 模 の効

果 は 存 在 しな い が 政 策 に よ り均 斉 成 長 率 が 変 化 す る。 つ ま り,semi-endoge-

nousで は な い 。 この点 も、Segerstrom[1998a]と 異 な って い る。

一 方
,そ の 後 の研 究 で 規 模 の 効 果 は 存 在 しな い が,R&Dに 対 す る補 助 金

が,経 済 成 長 率 に影響 を 与 え る よ う な ク ラ スの モ デ ルが 登 場 して い る。Jbnes

[1998],Segerstmm[1998b]な どが そ れ に 当 り,そ こで は品 質 向 上 に加 え て

バ ラエ テ ィー 拡 大 が モ デ ル に 組 込 まれ て い る・J()nβs[1998]は,水 平 的R&

Dと 垂 直 的R&D双 方 を含 む単 純 化 され た 一 般 的 モ デ ル を提 示 して い る。 そ

こで は,規 模 の効 果 が 存在 しな い な らば,人 口成 長 が 持 続 的 成 長 の必 要 条件 に

な る とい う,単 一 のR&Dの み を含 む モ デ ルの持 つ 特 徴 が な くな っ てい る。

Il基 礎研究を導入 したモデル

この 章 の モ デ ル は第H-4節 まで は,Segerstrom[1998a]の 設 定 に完 全 に 依

拠 してい るが,第 脹5節 以 降 の議 論 が 行 い 易 い よ う に詳 し く述 べ て お く こ と

にす る、、
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1消 費者の行動

効用関数は以下であるとする。

α 一∫0。θ一1・9麗(り4'

また,こ こで 使 って い る瞬 時 的 効 用 関 数logπ(云)は,
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(1)

1・9μ(げ1・9[ぞ ㊨(ω)4洲(躍)1伽(2)

であるとす る。ここで,伽(側)は 産業 ωの段階 甥 の品質,4川,(卿)は 時点 オ

における産業 躍の品質段階 解 の財の消費量をあらわ している。品質を表す指

標 郷 は0以 上の整数であ り,産 業 ωは 側∈[0,11を 満たす連続変数である。

さらに,σ菰ゆ=沼 と仮定する。このような仮定により次のことが示される。

第一に,所 与の同一産業内で品質の差により差別化された製品は完全に代替的

である。従って,同 じ産業では最も低い品質調整価格を持つ製品だけが消費さ

れることになる。第二に,異 なった産業問の製品は効用関数において,全 く対

称に評価されており,そ の結果,異 なる産業間の製品はあらゆる組み合わせに

おいて、代替の弾力性は1で ある。従って,家 計は各産業の製品に均等に支出

を配分し,各 産業の製品については最も低い品質調整価格をもつ製品だけを購

入する。つま り,次 の静学的需要関数を得る。

6(≠)4
捌(")= ρ

∫(躍)

ただ し,6(ご)は 時 点!に お け る一 人 あ た り消 費 支 出 を あ らわ し.ρ,(躍)は 時 点

護にお い て 産業 みりで 最 も低 い 品質 調 整 価 格 を持 つ 製 品 の価 格 で あ る。 次 に家 計

の異 時 点 間 の 最 適 化 問 題 を 考 え る,、σ(置)を一 人 あ た りの 資 産 ス トッ ク,躍(メ

)を 賃 金 所 得,礁)を 利 子 率 と し,上 式 で 与 え られ た 静 学 的 需 要 関 数 を所 与 と

す れ ば,家 計 の 最 適 化 問 題 はo(')を 家 計 の選 択 変 数 と して,

max五 。。ビ(ρ一〕fl・9`(ご)4」
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s,t4(ご)=煎)+7(')o(ご)一`(f)一 πα(')

の よ う に 表 さ れ る 。 現 在 価 値 ハ ミル トニ ア ン は レ を シ ャ ド ウ プ ラ イ ス と して,

鍔=6一 ψ一門 ・9`(')+レ(')r躍(')+7(∫)α(孝)一6(渉)一%α(')]

で あ る,、 従 っ て 最 適 化 の た め の 一 階 条 件 は,∂ 謝/励=0,∂%/∂ αニ ー り よ り,

召一(ρnンが ニ レ
,レ(,一")ニ ー シ

`

とな る。 これ ら よ り,次 の式 を得 る,,

-=γ 一 ρ(3)

o

次 に,横 断 性 条 件 は,

lim[レ(診)α(オ)]=0
'→oo

で あ る。 こ こで,一 階 条件 の2番 目 の式 よ り,

レ(か一レ(・)exp卜 云(プ(s)一 η)dsl

とな る 。 これ を用 い る と,レ((1)≠0で あ る ので 横 断 性 条件 は 次 の よ うに な る。

聰{α(のexp[一 刀(7(s)一")4s]卜 ・

2先 導企業の行動

新製品を発明した企業は規模に関する収穫一定の生産関数で生産できると仮

定 し,さ らに,全 ての産業 躍 と品質段階 卿 についてこの関係がまったく同じ

であると仮定する。また,労 働が唯一の生産要素であると仮定する。従 って,

あらゆ る製品の限界費用は賃金率 甜 に等 しい。さらに,労 働をニュメレール

として用いることにする。すなわち,躍=1と する。従って,あ らゆる製品の

限界費用は1で ある。さらに,次 のような仮定を置 くことにする。まず,市 場

における企業は価格競争を行 うことにする。次に,最 高品質の製品の模倣には

費用がかかるとする。言いかえれば,最 高品質の製品はそのイノベーターのみ
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が限界費用二1で 生産で き,他 の模倣企業は1よ り大きい限界費用がかか るの

である、、これは最高品質のイノベーターには特許権が与えらているのだと考え

ることもで きる。ただ し,最 高品質よ り一段階品質の低い製品は全ての企業が

限界費用=1で 生産で きるとする。すなわち,全 くの新規参入企業 も無費用で

二番目に高い品質の製品は生産できるのである。この意味でこのモデルは初め

から技術のスピルオーバーを組込んでいる。さて,以 下では,あ る時点での最

高品質の製品のイノベーターを先導企業,そ れ以外の企業を追随企業 と呼ぶこ

とにしよう。以上のような仮定 と瞬時的効用関数の性質により,市 場構造に関

する次のような帰結が得 られる。第一に全ての産業で生産は先導企業によって

のみなされる。第二に全ての産業においてR&Dは 追陣企業によってのみな

される.第 三に市場における静学的ナッシュ均衡価格は,先 導企業の制限価格

付け(limitpriclng)に より,ρニλになり,こ の時,先 導企業の利潤 〆 は,

πL一(午)6(のL(') (4)

とな る。

3R&D企 業の行動 と自由参入条件

次 にR&Dに 関 す る規 定 を行 う。R&Dは 追 随 企 業 の み に よ って 行 わ れ,

全 て の 追 随企 業 でR&Dに 関 す る技 術 が 同 一 で あ る とす る。 ま た、R&Dは

労 働 を唯 一 の 投 入 要 素 と して行 わ れ,そ の労 働 は産 業 と産 業 の 間,生 産 とR

&Dの 間 を 自由 に移 動 で き る もの とす る。 産 業 盟 で 時 点'に 労働 ち を雇 用 す

る追 随 企 業 は,確 率 密 度 ・弘/X(側,≠)で イノベ ー シ ョ ンに成 功 す る と しよ う。

こ こで,X(",渉)はR&Dの 困難 度 を示 す 指 標 で,ノ4〉0は 外 生 的 に与 え られ

る技 術 に関 す るパ ラ メー ターで あ る,,X(甜,云)に 関 して は 後 に 詳 し く述 べ る こ

と にす る。 さ て,R&D競 争 に参 加 す る こ とか ら得 られ る収 益 は,全 て の時

点 にお い て,ど の企 業 で あ るか,あ るい は ど の産 業 で あ るか とい う こ と とは無

差 別 で あ るの で,産 業 全体 で の イ ノベ ー シ ョン成功 確 率 密 度1(卿,∫)は.
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(5)

となる。ここで,五 、=ΣZ∫であり,産 業全体でのR&Dへ の労働投入量を表

している。

さて,先 導企業であることの株式市場価値を,す なわちR&D競 争に勝利

することの価値を ∂(卿,ま)であらわす ことにする。R&Dが 失敗に終わ った

場合はいかなる価値 も得ることはできないが,も し成功した場合には,独 占供

給者である先導企業 として獲得できる利潤流列 とその継続期間を背景 として価

値"が 決まる。追随企業であるR&D企 業は4の コス トを費や して,確 率

AZ〆Xで 価値 ∂を手に入れる。すなわち,こ の研究開発活動からの期待利潤

は,

A1ゴか(躍
,ま)一'`X(側

,∫)

となり,R&D企 業はこれを最大化するように労働投人量 を決定す る。も

しθ<X/Aな らば最適なJfはZf=Oと な り,も しか>X/・4な らば無限の研究

開発(労 働投 入)が 行われることになる。正で有限の研究開発 と整合するのは

FX/、4の 時であり,こ の時,各R&D企 業の研究開発の規模はその期待利

潤と無関係になる。このことはR&Dの 成功確率密度が投入労働量に関して

収穫一定であることを考えれば自明の帰結である。このことによって,次 の自

由参入条件 と呼ばれる企業価値と市場参入コス トを関連づけた式が得られる。

塑 ≦ び(鉱,)(6〉
ハ

この式はJf>0の 時はいつで も等号で成立 している。

さて,次 に,株 式市場での先導企業に対する評価を見ることにする。ここで

は,リ スクをともなった期待株式収益がリスクのない債券と関連づけられる。

株式に対 して,期 間 磁 の問に π乙漉 の配当が支払われる。さらに,先 導企業

の株主はR&D企 業の研究開発が全て失敗 した場合には σ漉 のキャピタ
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ル ・ゲ イ ンを手 にす る。 一 方 、 新 た な イ ノベ ー シ ョ ンが 成 功 した 場 合 は,既 存

の 先 導 企 業 は 全 て の 収 益 を 失 い,そ の企 業 の 所 有 者,す な わ ち株 主 は"の 大

き さの キ ャ ピ タル ・ロ ス を被 る。 こ こで 新 た な イ ノベ ー シ ョ ンが 成 功 す る確 率

は(5)式 よ り ∫鷹 で あ る。 従 っ て,先 導企 業 の株 式 を所 有 す る こ との期 待 収 益

は,

πL4」十 τ》4'(1-14∫)一 び14!

と な る。 さて,特 定 の 産業 に お け る リス ク は特有 の もの で あ って,株 式 の所 有

者 は異 な る産 業 にわ た って株 式 所 有 を分 散 させ る こ とで 安 全 な 資 産 を 手 にす る

こ とが で き る。 つ ま り資 産市 場 の均 衡 に おい て は,上 の 株 式 期待 収益 が安 全 な

債 券 の収 益 と一 致 す る こ と に な る。 従 って次 式 が 成 立 す る。

πム4'十 ゆ漉(1-14f)一 ∂14∫=摺 漉

これ よ り,

一一〃
πム

(7)
秒1十

7一 一
び

となる。この(7)式 は先導企業であることの価値は,独 占供給者 として得 られ

る利潤流列を利子率 とイノベーション成功確率密度で割引き,逆 にイノベー

ションが失敗することによって発生するキャピタル ・ゲインの増加率で割増す

ことによって与えられることを示している。

4資 源制約

次に,労 働需要 と労働供給を等しくすることにより,こ のモデルの枠組みが

完成する。まず,R&Dに おける雇用はL、 になる。一方,生 産量は(0/λ)L

である。従って,一 単位の生産に一単位の労働を必要とする生産関数を仮定 し

ていることより,労 働市場均衡条件 として次式が成 り立つ。

`L=一L十L1

え
(8)
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この(8)式 は労 働 市 場 均 衡 条 件で あ る と同時 に唯 一 の 本 源 的 生 産 要 素 で あ る

労 働 の 資 源制 約で もあ る ので 以 下 で は(8)式 を資 源 制 約 と呼 ぶ こ とに す る。

5基 礎 的研 究の導入

(5)式 に お け るX(",!)に つ い てSegerstrom[1998]は 次 の よ う に 設 定

して い る,、

X(躍,0)ニXoXも>Oforall躍

淫(姻 一 μ、(幼 μ>・(9)

X(",孟)

この(9)式 は,R&Dを 行 えば 行 うほ どR&Dは 難 し くな って い くこ と を

表 して い る。 これ は,最 初 に も述 べ た よ うに単 純 な ア イ デ ア ほ ど先 行 して 発 見

され てい くとい う考 え方 に基 づ いて い るごレ。

と ころ で,Dosi[1988]に よ れ ば,米 国 で はR&Dに 対 す る支 出全 体 の う

ち約1割 が,基 礎 的研 究 に 向 け られ てい る。 そ して,そ の うち 約7割 が連 邦 政

府 に よ っ て,約1割 が 大 学 に よ って,つ ま り約8割 が 非 営 利 目的 な 主体 に よ っ

て基 金 さ れ て い る。 つ ま り基 礎 的研 究 は決 して無 視 しう る よ うな 規模 の もの で

は ない3》。 そ して 、 基礎 的研 究 は最 初 に述 べ た よ うに 応 用 的 研 究 に影 響 を 与 え

てい る もの と考 え られ る。

そ こで,本 稿 で は次 の よ う な 考 え を モ デ ル化 す る。 まず,応 用 的 研 究 に は

Segerstrom[1998a]と1司 じ考 え方 が あ て は ま る とす る。 つ ま り,応 用 的 研 究

ドは徐々に困難になっていくと考える、、しか し,も し新たな基礎的発見がなされ

たとするとその時点でのその発見に対する応用的研究はゼロである。従って,

少なくともその基礎的発見に対する応用的研究はもっとも簡単な状態にあるこ

とになる。さらに,既 存の基礎的発見 とその新たな基礎的発見を組み合わせる

2)こ の仮定 によ り,規 模の効果が除去 され る、つ ま り,こ の仮 定はモ デルの持 つ インプ リケー

ションに とって非常 に重要な役割を果た している。

3)こ のこ とは米国以外 に も当 てはまるもの と考え られ る・
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ことで新たな応用研究の分野が広がるかもしれない。つま り,以 上をまとめれ

ば,よ り簡単な応用研究が先行してなされ,よ り難 しい応用研究が後に続 くの

であるが.基 礎的発見がなされたならば,応 用研究の困難度は低下するという

ことである。確かに,こ の二つの分類の中問的なものも存在するであろうが,

それは二つの効果,つ まり応用研究を困難化する効果 と簡単化する効果を併せ

持つということであり,そ のことがこの分類の仕方の根本的な誤 りになってい

ることはないであろう。このように基礎的研究が応用的研究の困難度の上昇を

抑制するという可能性はSegerstrom[1998a』 自身も指摘 している。一方,基

礎的研究自体にも簡単な発見からなされてい くと言 う考え方が当てはまるであ

ろう。つまり,基 礎的研究も徐々に困難になっていくと考えた方が良いであろ

う4)。以上から,基 礎的研究が応用的研究と基礎的研究自身の困難度の上昇を

緩和するという考えに基づいて,次 のような仮定を置 くことにする。

1(鋤 り≡盟X(
",∫)

ノ(綱 ≡B(1一 鯉X("
,」)

X(躍,0)=Xo,Xo>Oforall躍

X(ω,≠) =μ1一 ξ7,μ,ξ 〉OX(
躍,ψ)

(10)

(11)

(12)

(13)

Σ ∫f=L∫(卿,f)

f

ここで,1,/は それぞれ応用的研究 と基礎的研究が時点 ム 産業"に おいて

成功する確率密度である。また,',は 産業 ルで単一の企業が雇用す る研究開

発労働であり,五、は両研究に投入される産業 躍全体での研究開発労働であ り,

γは投入比率である。ここで,こ の投入比率は各企業にとって外生 とし.1/2

4〉 この ように基礎的研 究に も困難 度の存在 を課す ことは,基 礎的研究を含んだモデ ルか ら規模 の

効果 を除去す るための必要条件 にな っている。
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<γ<1を 満たすとする51。また以下では簡単化のために_A=B、 ξ=μ とする。

研究開発労働の応用的研究と基礎的研究への投入比率 γを外生とすること

は次のように解釈することによって正当化し得る。以下に厳密に定義するが,

基礎的研究とその成果は各企業の利潤に直接には影響 しない。従って企業には

基礎的研究に資源を投入しようとする誘引は一切ないのである。もし.企 業が

γを選択で きるなら,企 業にとって最適な γは1で ある%こ の論文において

基礎的研究はただ困難度を緩和することにしか役日を与えられておらず,ま た

その効果は経済全体にのみ波及 し,そ の革新者自身は応用的研究とは違って何

ら独占的な優位性を得 られないのである。つまり,基 礎的研究の成果は完全な

公共財である。したがって,こ の公共財を生産する基礎的研究を実行 し得ると

すればそれは政府であ り,γ を政府の政策変数と考えることができる。基礎的

研究の成果を直接享受するのは応用的研究であるから,政 府が応用的研究に税

率1一 γを課 して,そ れにより基礎的研究に資源を再配分 していると解釈でき

る。さらにこのような設定は、米国では基礎的研究の約8割 が非営利 目的の毛

体によって基金されているという事実 とも親和的であるといえる。

さて,以 上の仮定の下で,自 由参入条件は,

x(編)≦ 幽
,の

・4γ
(14)

となる。正で有限の研究開発が行われる時は上式が常に等号で成り立つ。

β 市場均衡

(14)が 等号 で 成 立 す る とす れ ば,(14)の 両 辺 を時 間で 微 分 して(13)を 代 入 す

る と,

5)こ の仮定 は,定 常状態 の存在 に とって重要であ る。 もし,γ>1/2と なれば・人口成長が存在

す る限 り定常状態は存在せず経 済は加速的 に成長 してい くことになる。

6)こ の時 モデ ルはSegerstrom[1998a]の もの と全 く同 じになる。
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∂ 歯一=一=μ(1一 ∫)(15)

びX

と な る 。 ま た 卯=X/Lお く と,(7)(14)(15)よ り,

諾(λ テ1)`一= 、(16)且
γ1十7一 μ(1一ノ)

を得 る 。 この式 は正 で 有 限 の研 究 開 発 が 最 適 とな り,ま た,企 業 の 価値 が 資 産

市 場 で安 全 な資 産 の利 子 率 と正 しく関連 づ け られ てい るた め の 条件 を表 して い

る 、,

一 方
,労 働 市 場 の均 衡 条 件 で あ る 資 源 制 約(8)の 両辺 をLで 割 る と,(10)

よ 匂L、=1X朋 γな ので,次 式 を得 る。

`動1=一+一(17)
λAγ

7長 期均衡

長 期 均 衡 で は 全 て の 内 生 変 数 が 一 定 率 で 成 長 す るの で(13)よ り(1一 ∫)が 一

定 とな る こ とが わ か る。 と こ ろで,(10)(H)よ り,1と1の 比 率 は 固定 され て

い る の で(1一 ∫)が 一 定 な ら ば1と ∫ も一 定 で あ る。 従 っ て,(17)よ りo,灘

も一 定 で あ る 。 ま た,(8)よ り,`が 一 定 で あ る こ と を考 慮 す れ ば 均/L.が 一

定 に な るの で 右 の 成 長 率 はLの 成 長 率 と同 じ 盟 に な る。

さて.(10)式 の 両 辺 を 時 問 で微 分 し1が 一 定 に な る こ とを考 慮 す れ ば,

ムー=μ(1一 ノ)(18)

五1

と な り,従 って,

な
1一ノ=一(19)

μ

を得 る。 この(19)は 長 期 均 衡 に おい て1,∫ が 満 たす 関係 式 で あ る。 一 方,1,
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∫ の定 義 よ り ゑ1は 常 に 〃∫=γ/(1一 γ)を 満 た して い る。 よ っ て,長 期 均 衡

で の1,∫ を1,∫ とすれ ば,

7一 一7一 皿 コ 止(20)
μ(2γ一1)μ(2γ 一1)

とな る。 これ を(16)(17)に 代 入 す る と,

諾(λ テ1)・ 。 鳶一= _,1=一+一(21)ハ

γ1+カ ー"λAγ

とな り,こ の 二 つ の 式 を 連 立 方 程 式 と して 解 くと,長 期 均 衡 で のo,¢ が 導 か

れ る。 長 期 均 衡 で の`,∬ をE(r,万)と し,(λ 一1)/λ=Z,パ μ=ヱ ρ一犯=

凧 γ/(2γ一1)=rと お 昏ナ昏ま,

_λ(π 十 四)_ _ __」 蟹___
`=¢ ∫y十 レV十λ1■】7'ノ 「γ十 『 十 λryz (22)

と な る。 こ こで,も し γ=1と す る と,す なわ ち基 礎 的研 究 が 行 わ れ な い と仮

定 す る と,(20)か ら長 期 均 衡 で は1ニn/μ,ノ=0と な る。 これ はSegerstrom

[1998a]の モ デ ル の長 期 均 衡 解 で あ る。 そ こで,基 礎 的 研 究 が 存 在 しな い この

場 合 の 長 期均 衡解 をE(ε,⑦)と1で 表 す こ と にす る。

と ころ で,ir,万 が 共 に 正 に な るた め に は,(21)の 左 側 の 式 の 傾 きが 正 に

な って い な けれ ば な らな い 。す なわ ち,

ρμ+π(論 μ〉>・

が 成立 して い な けれ ば な らな い 。 これが 成 立 す る こ と は横 断性 条件 か ら示 され

る。次 の 第1図 は 基 礎 的 研 究 が 存 在 す る場 合(1/2<γ<1)と 存 在 しな い場 合

(γ=1)に つ い て(21)の2つ の 式 を描 い た もので あ る。

さ て,も し ∫=Oで ∬=万 で あ れ ば,経 済 は常 にE点 に あ る こ とに な る。 渉

≠0の と き.経 済 がE点 に収 束 す るか ど うか を 見 る。 まず,∬(ま)とX(f)の

定 義 よ り,
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第1図

1/2<γ<1

γニ1

-E
E

(517)137

.1/2<γ 〈1

γ=1

パμ(2γ 一1)汎 μx

η η

踏(') _淫(渉)君(∫)一 一=μ(1(診)一 ノ('))一 π

`r(∫)X(')L(ご)

と な る 。 ま た,1(≠),1(ご)の 定 義 よ り,ノ(!)=(1一 γ)1(')々 で あ る の で,上 の

式 は さ ら に 変 形 し て,

鍔 一μ(・(のr亭 ・(護))一π⇔ ・(か一諭(差9+薙)

となる。これを,資 源制約(17)に 代入して整理すると,

溶(の 一 雌(1一 孕)(2γ 一1)一 躍∫(の(23)

と な る 。 次 に,(17)よ り,

∫(の一(・一準)諸

であり,こ の式を資産市場均衡条件である(16)に代入 して整理すると,

・(の一讐 謝 血+(μ γ一・)(・一禦)毒

とな る。 これ を,(3〉 式 に代 入す る と,
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δ(')一・(か[巫㍊o(の+響(1一 孕)一 ρ1 (24)

を得 る。 こ こで(23)(24)式 で 左 辺=右 辺=0と おい て 整 理 す る と,次 の よ うな

適=0線 と6=0線 を表 す 直線 の 方程 式 を得 る。

盟λ
o(')=一 置(護)十λ紐(2

7-1)

`(の一音(
γλ一ガーγ+1)詔(の+(恭)λ

この二本の直線か ら第2図 のような位相図を描 くことができる71。経済は長

期的にE点 に収束することが示される。

第2図

`

λ

一ご

」

粥
1/7

〆～

δ=0

「

し
ド

オ=0

・4(γ μ 一1)

ρ

「濫 湾 μ(2γ 一1)x

η

さて,1と1を 比べれば,1/2<γ 〈1の 下では必ず1<1と なる。すな

わち,基 礎的研究を行った方が応用研究のみを行 う場合よりも応用的研究の成

功確率は高いのである。 しか し,こ れは基礎的研究の導入により,入 口で基準

7)位 相図がこのようになるの は 解>1の 時だけであ るがそれ 以外 の場 合で もE点 が第一象限に

存在 し鞍 点経路が存在す ることが示せる、
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化されたR&Dの 困難度の指標である∫がより小さい値に収束 していること

を原因としているのではない。」ロがより小さい値に収束 していることは(22)よ

り確かめられる。(22)式 において,1/2<γ<1で ある場合r>1と なるので,

必ず 万くア が成 り立つのである。1このように,確 かに 必はより小さい値に収

・束するのであるが ,こ のことによって1が 大きくなっているのではなく,長

期均衡水準での1と ¢がともに直接に γの存在すなわち基礎的研究の存在か

ら影響を受けているのである。例えば、長期均衡における エの値を変化させ

得る他の要因であるAを 考 えてみる。(22)か ら分 るようにAが 小さ くなると

長期均衡での必の値は小さ くなる。しか し,こ のことは長期均衡での1に は

影響 しないことが(20)式 から分る。つまり,基 礎的研究が存在することによっ

て,1,必 がそれぞれ別々に影響を受けているのである。

8研 究開発労働の投入割合

次に,長 期均衡におけるcと 研究開発に投入される労働の割合L〆Lを みる

ことにす る。基礎的研究が存在 しない場合 とする場合の長期均衡でのL、/五は

それぞれ,

ム1_嫉ZL7_繊 刀z

Lμ(y十 レV十λyz)'Lμ(1「 γ十レV十λryz)

となる。ここで.r>1で あるから,必 ずL∫/L<L7/五 が成 り立つ。つまり,

長期均衡において研究開発に投入される労働は,基 礎的研究が存在する場合の

方が大きくなるのである,,これは裏を返せば基礎的研究が存在する場合の方が

消費財生産14投 入される労働が小さくなるという事であ り,事 実(22)よ り長期

均衡での6に ついては ε〉rが 成 り立っている。従ってここで言えることは,

基礎的研究を行 って1を 大 きくするためには,必 ずより多 くの労働 を研究開

発部門に投入 し,よ り少ない消費支出に耐えなげればならないということであ

る。しかし,こ こで も言えることはL〆Lを 大きくするから長期均衡での1が

大きくなるのではないということである。基礎的研究が存在するから結果的に
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L〆Lと1が 大 き く な っ て い る の で あ る8)。

9長 期経済成長率

長期均衡における経済成長率を求める。まず,(2)式 の瞬時的効用関数に産

業の先導企業の製品に対する需要`/λ を代入して変形すると,

1・9%(の 一五11・9[Σ 甥λ彬孕14　 1・9孕+五11・9λ 彿瞬 》伽

6(」)ニ109一+φ(渉)109λ

λ

とな る。 た だ し,φ(∫)=∫ 」溺(",」)伽 二 ∬1(τ)4τ で あ り,時 点 置まで の 間 に な

され る イ ノベ ー シ ョ ンの期 待 回 数で あ る。 この 式 の 両 辺 を6(∫)と1(ぽ)が 均 斉

成 長 経 路 上 で は一・定 で あ る こ とに注 意 して 時 間 で微 分 す る と,

■ 一11。9λ一一 一1。9λ(25)
%μ(2γ 一1)

を得る。,ここまでの結果からイノベーションの成功確率密度は基礎的研究があ

る場合の方が大きいと分 っているので,長 期経済成長率 も基礎的研究がある場

合の方が大 きい。厳密 には,基 礎的研究がある場合の方が γ/(2γ一1)倍 だけ

長期経済成長率は高 くなる。

皿1政 策的含意 と結語

1政 策的含 意

こ の論 文 で 示 したR&Dに つ い て の新 しい仮 定 に よ る結 果 と,も と と な っ

たSegerstrom[1998a]の モ デ ル の結 果 との 主 要 な 違 い は,均 斉 成 長均 衡 経 路

で(応 用 研 究 の)イ ノベ ー シ ョンの成 功 確 率 が 上 昇 す る とい う こ と、 さ らに こ

8)Seger町 ・m[1998ajの オリジ・bレモデルを参照せ よ。 そこでは研 究開発 に対す る補助金 は研

究開発 に投 入され る労働 の割合L〆Lを 大 きくす るが長期均 衡でのイ ノベーシ ョン成功確率密度

1に は影響 を与えない ことが示 され てい る、
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の結果経済成長率が上昇するということである。このような結果が得 られたの

は,基 礎的研究の成果が,1,じ用的研究を容易にするという仮定に拠っている。

従 って,も しこの仮定に正当性が認められるならば,次 のような政策的示唆が

得 られる。つまり,基 礎的研究が重要であ り.も し基礎的研究が行われないな

ら必ず成長率は低下するので,経 済成長率を高めることが政府の目的の一つで

あるならば,基 礎的研究に対する基金あるいは補助を政府は停止 してはならな

いのである。

ところで,た とえ基礎的研究が行われているとしても(25)式から分るように

長期経済成長率は人口成長率に正比例 しているので,人 口成長が無ければ経済

成長は停止することになる。つまり,基 礎的研究が存在 しても規模の効果は存

在 しないのである。従 って,経 済が持続的に成長してい くためには人口成長率

が正であることが必要条件 となる。経済成長の持続可能性という視点からみれ

ば,た とえ非常に大きな正の外部性を持つ基礎的研究であっても,そ れは持続

的経済成長の十分条件ではないのである。しか し,と はいっても,入 口成長率

が外生的であ り一定であるこのモデルの下では,経 済成長率を大きくする唯一

の政策的手段は基礎的研究を拡大することである。 もし基礎的研究を一切行わ

ず応用的研究に補助金を与えるような政策を採 った として も経済成長率は変化

しないのである9〕。

2結 語

」。nes[1995],Segerstrom[1998a],Y。ung[1998]で は,規 模 の効 果 を 除

去 した結 果,経 済 成 長 率 が 外 生 的 パ ラ メー タのみ の関 数 に な る。 従 って,如 何

な る 政策 も経 済 成 長 率 に影 響 を与 え る こ とがで きな い。 一 方,本 稿 の モ デ ルは

規模 の効 果 が 存 在 しない に もか か わ らず,政 府 の政 策 に よ り経 済 成 長 率 が 変 化

す る とい う特 徴 を持 って い る。 こ れ は,Segerstr・m[1998b]の モ デ ル に も存

9)Sege餅rom[1998a]を 参 照 。 た だ し,こ の よ う な 結 論 はSegerstrom[1998al,Jones[19951

等 のsemトend〔)genousモ デ ルに 対 して 当て は ま る結 論 で あ る.
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在する特徴である。 しか し,Segerstrom[1998b]で は,広 いパラメータの範

囲でR&Dに 対する補助金は経済成長率を低下させ るという帰結を得てい

る10)、,つまり,政 府による研究開発沽動に対する介入は,経 済成長を阻害する

ことになる。これに対 し,本 稿の特徴は,規 模の効果が存在 しない場合にも政

府の政策が経済成長率に影響を与えることがで き,成 長率を上昇させ得るとい

うことである。 ところで,JoI・es[1998]は,負 の規模の経済が存在する可能

性 も含めて,規 模の効果がどのような場合に存在 し,ど のような場合に存在 し

ないかを明らかにしている")。このモデ,レでは人口成長と規模の効果が両者 と

も存在 しない場合にも内生的成長が起こる、、これらのより一般的なモデルに基

礎的研究を導入することは今後の課題である。

また,基 礎的研究の財源 として,本 論文中のような課税形態ではなく,一一括

固定税や資本所得課税によることも可能である。これらも今後 の課題である。
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